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Abstract 

This study aimed to investigate the relationship between autonomous inquiry-based learning and personality traits for a 

graduate of secondary school in the Tokyo metropolitan area. Data were obtained from a cross-sectional study by the 

“Survey of Graduates of the Secondary School Attached to the Faculty of Education, the University of Tokyo on Learning 

and Work.” The participants were 351 adults (186 men and 165 women; mean age = 40.86 years, SD = 11.87, age-range 

= 24–69 years). After controlling for socio-demographic factors (age, sex, marital status, child status, and household 

income), learning at the higher education (motivation for learning and grade), work (environment, attitude to work, and 

personal income), and motivation for autonomous inquiry-based learning, the results of hierarchical multiple regression 

analysis indicated that experience in autonomous inquiry-based learning was positively significantly associated with 

general factor of personality for high-order factors of the Big Five personality traits. There was a significant negative 

association between exploration in autonomous inquiry-based learning and the general factor of personality, while no 

significant association was observed between discussion in autonomous inquiry-based learning and general factor of 

personality. These findings suggest that the sub-dimensions of autonomous inquiry-based learning have different relations 

to the general factor of personality. Autonomous inquiry-based learning in secondary school may contribute to the 

formation of qualities for successful adaptation to society and the improved awareness of learning for higher education and 

work. Further longitudinal studies are required to examine the relationship between autonomous inquiry-based learning 

and personality traits. 

 

Keywords：autonomous inquiry-baesd learning, Big Five personality traits, general factor of personality, secondary school, 

graduate survey 
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主体的・探究的な学びがもたらすパーソナリティへの影響: 
都内中等教育学校の卒業生を対象とした調査から 

 

1  問題と目的 

 2020 年度から施行される新学習指導要領の大

きな柱の 1 つとして，アクティブラーニング

（active learning）がある。アクティブラーニング

は 1990 年代初頭に Bonwell & Eison（1991）によ

って提唱された学習理論である。日本国内で，ア

クティブラーニングが注目されるきっかけにな

ったのは，中央教育審議会（2012）の質的転換答

申である。この中で，アクティブラーニングに関

する理念や定義，技法などに関して触れられ，主

体的に問題を発見し，解を見出していく能動的学

習と記述されている。具体的には，溝上（2015a）

によって，アクティブラーニングは，「一方向的

な知識伝達型講義を聴くという（受動的）学習を

乗り越える意味での，あらゆる能動的な学習のこ

と。能動的な学習には，書く・話す・発表するな

どの活動への関与と，そこで生じる認知プロセス

の外化を伴う」と定義されている。 

中央教育審議会（2012）の質的転換答申を契機

に，高等教育においては，これまでの教員による

一方向の知識伝達型講義形式の教育に加え，学習

者の能動的な学習への参加が組み込まれた教授・

学習法が導入されている（松下, 2015；溝上, 2014）。

具体的には，ディスカッション等を通した双方向

の講義，さらには演習や実習，実技等の主体的な

学習が行える授業への転換である（Barr & Tagg, 

1995；溝上, 2014；西岡, 2017；中央教育審議会, 

2012；山田, 2017）。教育実践の対象となる年代や

教科によって導入する内容は様々ではあるが（福

山・山田, 2018；三尾, 2017, 2018），こうした視点

と内容にもとづき，これまでに国内外において，

アクティブラーニングに関わる指導実践が多く

行われ，一定の成果が得られている（Baepler, 

Walker, Brooks, Saichaie & Petersen, 2016；溝上, 

2007；Van Amburgh, Devlin, Kirwin, & Qualters, 

2007）。アクティブラーニングがもたらす効果は

多様であり，学習効果を促進させるだけでなく，

個々人の人格形成や人間的な成長，さらには社会

への適応能力を醸成させる可能性がある（西岡, 

2017；福山・山田, 2018）。 

一方で，アクティブラーニングに関する問題も

いくつか報告されている。Prince（2004）は狭義

のアクティブラーニング，協調学習，協働学習，

問題基盤型学習の 4 つの学習方法による学習成

果を検証した研究のレビューを行い，全ての学習

方法において支持される結果が示されたものの，

いくつか課題も残されたことを報告している。例

えば，アクティブラーニングに含まれる要素が複

合的で，何を調査・測定しているのか定義が難し

いことや，総合的な評価方法を明確にしづらいこ

とを挙げている。細尾（2016）も同様に，体系的

な知識習得とのバランスの難しさ，どのような能

力が身につくのか，また社会へと繋がるキャリア

に結びつかない可能性を指摘している。アクティ

ブラーニングは，深い学びやジェネリックスキル

の醸成，アクティブラーナーの育成などに大きく

貢献する可能性があるが（友野, 2015），今後，研

究や実践を推進させていくうえで，解決・検討し

ていくべき課題が多い（本田, 2017）。 

そうした中で，前述したように，アクティブラ

ーニングの問題の 1 つとして，概念定義の問題

が挙げられている（本田, 2017；細尾, 2016；Prince, 
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2004；友野, 2015）。アクティブラーニングは，「主

体的な学び（主体的・積極的な学びに関わる指導）」

「対話的な学び（グループワークなど対話機会の

確保と報告・発表の導入）」「深い学び（体験等を

通した問題解決型の指導）」の 3 視点に集約され

ており（三尾, 2017, 2018；文部科学省, 2017），こ

うした問題点も踏まえて，2017 年の学習指導要

領改定案において，アクティブラーニングを，「主

体的・対話的で深い学び」の言葉に置き換えられ

ている（文部科学省, 2017）。なお，名称こそ変更

されているが，アクティブラーニングの視点は残

されており，これまでと同様の教育観と教育方法

が求められていると言える。しかしながら，今後，

アクティブラーニングの視点にもとづく教育実

践を行ううえで，「育成すべき資質・能力の設定」

「育成すべき資質・能力を育むために必要な学

習・指導方法の開発」「評価規準の設定や評価方

法の工夫改善」「学校全体としての組織的な取組」

を総合的に考慮し，指導内容・計画ならびに実践

にあたる必要がある（文部科学省, 2018）。 

 こうした影響は，初等中等教育においてもあり，

中央教育審議会（2014）の「初等中等教育におけ

る教育課程の基準等の在り方について（諮問）」

を契機に，アクティブラーニングの実践や研究が

盛んに行われるようになっている（波多野・中村・

三尾, 2018；寺本, 2016；八木, 2016）。現在では，

教育の早い段階から，アクティブラーニングの視

点を導入した教育展開が求められている（中央教

育審議会, 2014；溝上, 2015b）。しかしながら，教

育効果の評価の位置付けとして，そうしたアクテ

ィブラーニングがもつ学習効果の一時的な効果

を検討した研究はされているものの，アクティブ

ラーニングが個々人の生涯にどのような影響を

示すのか，生涯的な視点にもとづいた研究は日本

国内ではほとんどされておらず，アクティブラー

ニングが有する将来的な多様な効用に関して十

分に検討されているとは言えない（本田, 2017；

細尾, 2016；Prince, 2004；友野, 2015）。こうした

視点にもとづいた僅かな研究として，都内中等教

育学校の卒業生を対象とした研究によれば，在学

時に経験した主体的・探究的な学びの活動が，進

学先での学びや活動を介して，学びの習慣や仕事

に対する意識向上に肯定的な影響を示すことが

明らかにされている（天井, 2020；荒木, 2020）。

横断調査による研究報告ではあるものの，青年期

前期・中期に経験したアクティブラーニングが高

大接続や仕事，生涯学習に対して長期的な効果が

ある可能性が示されている。しかしながら，青年

期前期・中期に経験するこうした学びは生涯に渡

り，発達段階ごとの学びだけでなく，そうした行

動や思考，態度を予測するパーソナリティ

（personality traits）にも影響があることが考えら

れる。 

このパーソナリティは社会情動的スキル

（social and emotional skills）の 1 つの側面として

も注目されている（Heckman, 2013）。認知的スキ

ル（cognitive skills：例えば，IQ テストや到達度

テストなど）の高さが教育や仕事に影響すること

に目が向けられていたが，こうした認知的スキル

のみが個人の適応を高めるものではないことが

報告されている（Heckman & Rubinstein, 2001；

Heckman, Stixrud, & Uruza, 2006；Kautz, Heckman, 

Diris, Ter Weel, & Borghans, 2014）。経済協力開発

機構（Organisation for Economic Co-operation and 

Development：以下，OECD）（2015）によれば，

社会情動的スキル（social and emotional skills）は，

「目標の達成（忍耐力，自己抑制，目標への情熱）」

「他者との協働（社交性，敬意，思いやり）」「感

情のコントロール（自尊心，楽観性，自信）」の

3 側面から構成された「一貫した思考，感情，行
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動のパターンに発現し，個人の一生を通じて社会

経済的成果（例えば，教育や職業，健康状態，主

観的ウェルビーイングなど）に重要な影響を与え

るような個人の能力」と定義されている。社会情

動的スキルは非認知スキル（non-cognitive skills）

とも呼ばれ，学習を通して発達し，より広義の社

会的成果（例えば，個々人の多様な生活や社会経

済的な成功を指す多面的な性質を表す，教育や労

働市場での成果，健康的なライフスタイル，市民・

社会参加，家族や社会との繋がり，生活満足感な

ど）を収める結果に繋がるものとされる（遠藤, 

2017；OECD, 2011, 2012；Soto, 2019）。こうした

社会情動的スキルの 1 つであるパーソナリティ

がどのような学習環境から影響を受けて育まれ

のかを明らかにすることは，個人の生涯適応を考

えるうえでも重要である（加藤, 2019；宮崎・中

川・吉川, 2018；中野・田中・池田・山内, 2020；

山内, 2019）。 

こうした人間のパーソナリティ全体を網羅的

に表現するものの 1 つとして，Big Five パーソナ

リティ特性（以下，Big Five）の概念があり，社

会的情動的スキルの測定要素の 1 つとして挙げ

られている（Heckman & Kautz, 2013；Kautz et al., 

2014；OECD, 2015）。Goldberg（1990）はパーソ

ナリティ特性語から得られた 5 つの因子を Big 

Five と呼び，心理辞書的研究によって用語を整理

し，因子分析によって 5 つのパーソナリティの

側面を導き出したモデルとされる。具体的には，

神経症傾向（neuroticism：例えば，不安の強さ，

情緒的な不安定さなど），外向性（extraversion；

例えば，社交的，活発さなど），開放性（openness；

例えば，好奇心の強さ，創造的など），協調性

（agreeableness；例えば，やさしさ，利他性など），

勤勉性（conscientiousness；例えば，計画性がある，

まじめさなど）の 5 つの次元で構成される

（Goldberg, 1990；小塩, 2014, 2020）。こうした 5

つのパーソナリティの側面は，多くの国や地域で

確認されており（ McCrae, Terracciano, & 78 

Members of The Personality Profiles of Cultures 

Project, 2005; McCrae, Terracciano, & 79 Members 

of The Personality Profiles of Cultures Project, 2005），

国際的に多くの研究者に賛同されるパーソナリ

ティ理論の 1 つである。 

 この Big Five の高次因子である一般パーソナ

リティ因子（general factor of personality：以下，

GFP）は社会における有用性（social effectiveness）

を反映している（Rushton & Irwing, 2009；van der 

Linden, Dunkel, & Petrides, 2016）。GFP は，神経症

傾向は負，それ以外の特性は正の方向を示すとさ

れる（Just, 2011；Musek, 2007）。GFP は一般的健

康（covitality）や生活史戦略（k-factor），職業パ

フォーマンスなど個人を取り巻く様々な要因を

予測し（Figueredo, Vasquez, Brumbach, & Schneider, 

2004；Pelt, van der Linden, Dunkel, & Born, 2017），

さらには問題行動，情動知能とも関連があること

が報告されている（Kawamoto et al., 2020）。こう

した Big Five は，生涯を通して固定的ではなく，

標準年齢的要因や非標準的要因から多様な影響

を受けており，年齢とともに，安定しながら発達

的に変化していくが（川本・小塩・阿部・坪田・

平島・伊藤・谷, 2015；Roberts, Caspi, & Moffitt, 

2001；Soto, John, Gosling, & Potter, 2011），思春期

においてもパーソナリティの変容が確認されて

いる（Borghuis et al., 2017；Kawamoto & Endo, 

2015）。しかし，アクティブラーニングの教育を

経験した者が永続的にその影響を受けて，自身の

パーソナリティの形成に寄与されているのかは

未だ明らかにされていない。 

以上のことを踏まえて，本研究では，アクティ

ブラーニングの教育実践が行われている東京都
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内の中等教育学校を対象に，主体的・探究的な学

びがもたらすパーソナリティへの影響を行うこ

とを目的とする。当調査が行われた学校は，国立

大学附属中高一貫校であり，生徒の「探究性」，

「市民性」，「協働性」を育成することを念頭に，

主体的・探究的な学びとして，総合的な学習を中

心とした特徴ある教育を実施している（本田, 

2019；喜入, 2019；東京大学教育学部附属中等教

育学校, 2005）。なお，本研究では調査校の表現に

従い，アクティブラーニングや主体的・対話的で

深い学びを主体的・探究的な学びとし，これらの

概念と同義とする。調査校は，1961 年よりアク

ティブラーニングの学習方法を導入しており，入

学から問題解決型学習や体験学習，そして，卒業

時に全生徒が卒業研究を提出・発表することを特

色としている（天井, 2020；喜入, 2019；黒宮・日

高・山本・沖濵, 2018）。この卒業研究は，単なる

情報の要約ではなく，様々な情報媒体を使用し収

集を行うこと（探索）や，教師や他の生徒と討論

すること（討論），実際に調査や観察，実験（体

験）を通して，考察を深めていくことが求められ

る（川本, 2020；東京大学教育学部附属中等教育

学校, 2005）。これまでの研究から，探究的学習と

パーソナリティの関係が報告されていること

（Chamorro-Premuzic, & Furnham, 2009）や，調査

校の教育方針・指導内容（東京大学教育学部附属

中等教育学校, 2005）から総合的に鑑みて，主体

的・探究的な学びが生涯にわたり，個々人のパー

ソナリティにもたらす影響は大きいことが考え

られる。そのため，本研究では，調査校を卒業し

た対象に調査されたデータを用いて，主体的・探

究的な学びとパーソナリティの関連を実証的に

検討する。 

 

 

2  方法 

2.1  分析データ 

本研究では，「学びと仕事の東大附属卒業生調

査」を二次分析のデータとして分析に使用した

（喜入, 2019）。この調査は，東京大学教育学部附

属中等教育学校（以下，東大附属）の卒業生に対

して，東大附属での 6 年間（中学・高等学校）の

主体的・探究的な学びが，大学や社会へとどのよ

うに繋がっていくのかを実証的に検討すること

を目的に，東京大学大学院教育学研究科附属学校

教育高度化・効果検証センターと東大附属が共同

で実施している。調査は 2018 年 3 月に，Web で

の回答と調査票の送付によって実施され，東大附

属の卒業生はいずれかの方法を選択し，調査への

同意のうえで，回答を行った。Web での回答を選

択した場合には，セキュリティ対策として多層防

御したサーバー上で調査が行われた。なお，著者

らはこのデータベースを管理している東京大学

大学院教育学研究科附属学校データベース管理

運営委員会より利用許可を得て，個人を特定でき

る情報を除外し匿名化されたデータの提供を受

け，分析に使用した。また当調査は東京大学ライ

フサイエンス倫理審査専門委員会の承認（承認番

号：17-217）を得て行われている。 

 

2.2  分析対象者 

当調査の計画サンプルサイズは5,163名であり，

有効回答数は 19 歳から 84 歳の 2,310 名（44.74%）

であった。分析対象は，東大附属在学時に，総合

的な学習（特別学習／卒業研究・課題別学習）と

呼ばれる，ある問題に対して考え，発表やディス

カッション，グループで取り組んだりする参加型

の授業を経験した者とした。なお，総合的な学習

が導入されたのは 1961 年以降であるため（天井, 

2020；喜入, 2019），70 歳以下の者を対象とした。
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また，進学先の学校の種類によって，進学先や仕

事での学びの内容に違いが見られる可能性があ

るため，最終学歴が大学以上を卒業（中退含む）

した者を選定し，本研究で使用する分析項目に欠

損があった者を除外した，24 歳から 69 歳の 351

名（男性 186 名，女性 165 名，平均年齢 40.86 歳，

SD = 11.87）を分析対象とした。本研究の分析対

象者の属性を表 1 に示す。 

 

2.3  分析対象項目 

2.3.1  主体的・探究的な学び 

東大附属在学時の主体的・探究的な学びにおけ

る具体的な活動を測定するために，川本（2020）

の主体的・探究的学び尺度を使用した。この尺度

は，教育学を専門とする研究者と当該の中等教育

学校の教員を中心とした約 20 名の専門家にて作

成され，「討論（項目例：友達や先生に自分の考

えや意見を言う）」「体験（項目例：その場所まで

行って観察・調査等を行う）」「探索（項目例：本

や新聞などを読む）」の 3 下位尺度 9 項目から構

成され，信頼性と妥当性が確認されている（川本, 

2020）。こうした 3 下位尺度は文部科学省（2017）

が提唱している主体的・対話的で深い学びの構成

要素を反映していると言える。回答方法は「1：

よくやった」から「4：ほとんどしなかった」の

4 件法であった。なお，当調査では，討論の項目

である「グループやクラスでまとめたものを発表

する」を「グループやクラスにまとめたものを発

表する」に変更されているが，構成される因子の

内容に問題はないと判断した。分析時には項目得

点の逆転処理を行い，得点が高いほど，主体的・

探究的な学びの活動が多いことを指す。本研究に

おける α係数は討論が 0.82，体験が 0.74 と川本

（2020）と同程度の値であったが，探索において

は 0.04 と著しく低い値が示された。項目数が 2 

 

 

項目と少数であること，測定内容の幅が大きいこ

とから（Cronbach & Gleser, 1965；Loevinger, 1957），

信頼性係数が低い結果が示されたと推察される。

しかし，「本や新聞などを読む」「インターネット

で調べる」の 2 項目はともに情報収集，すなわ

ち，探索的行動という点で共通していることから

変数 区分 度数

年齢 24-29歳 71名

30-39歳 103名

40-49歳 97名

50-59歳 41名

60-69歳 39名

性別 男性 186名

女性 165名

婚姻状態 未婚（死別・離別含む） 115名

既婚 236名

子どもの有無 いない 169名

いる 182名

個人年収 0-199万円 39名

200-399万円 80名

400-599万円 93名

600-799万円 49名

800-999万円 43名

1,000万円以上 47名

世帯年収 0-199万円 7名

200-399万円 21名

400-599万円 49名

600-799万円 61名

800-999万円 63名

1,000万円以上 150名

表 1　本研究の分析対象者の属性
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も，川本（2020）に倣い，本研究でも主体的・探

究的な学びの下位尺度として探索を用いること

とした。またこれらの活動に対する学習意欲につ

いても，「1：とても興味を持って取り組んだ」か

ら「2：全然興味を持って取り組まなかった」の

4 件法で回答を求め，分析時には項目得点の逆転

処理を行った。 

 

2.3.2  パーソナリティ 

 パーソナリティを測定するために，日本語版

Ten Item Personality Inventory を使用した（小塩・

阿部・カトローニ, 2012）。この尺度は，Ten Item 

Personality Inventory の邦訳版（Gosling, Rentfrow, 

& Swann, 2003）であり，Big Five の「神経症傾向

（項目例：心配性で，うろたえやすいと思う）」

「外向性（項目例：活発で，外向的だと思う）」

「開放性（項目例：新しいことが好きで，変わっ

た考えをもつと思う）」「協調性（項目例：人に気

をつかう，やさしい人間だと思う）」「勤勉性（項

目例：しっかりしていて，自分に厳しいと思う）」

の 5 下位尺度 10 項目から構成され，信頼性と妥

当性が確認されている（小塩他, 2012；Oshio, Abe, 

Cutrone, & Gosling, 2013, 2014）。回答方法は「1：

強くそう思う」から「7：全く違うと思う」の 7 件

法であった。分析時には項目得点の逆転処理を行

い，得点が高いほど，各パーソナリティが高いこ

とを指す。本尺度は Big Five の各側面を正方向と

負方向の 2 側面の項目から測定されており，そ

れらの対応する 2 項目の相関係数は，本研究に

おいて神経症傾向は-0.35，外向性は-0.56，開放性

は-0.34，協調性は-0.36，勤勉性は-0.38 であり，

小塩他（2012）の研究で報告されている値と概ね

同値であった。分析には，GFP得点を用いるため，

先行研究（Kawamoto et al., 2020；Kowalski, Vernon, 

& Schermer, 2016；Pérez-González & Sanchez-Ruiz, 

2014）を参考に，主成分分析を行い，得られた主

成分得点を GFP 得点とした。なお，主成分分析

の結果，第一主成分の固有値は 1.93，累積寄与率

は 38.57%，主成分負荷量は-0.54（神経症傾向），

0.45（外向性），0.44（開放性），0.37（協調性），

0.42（勤勉性）であった。 

 

2.3.3  交絡変数 

 主体的・探究的な学びがもたらすパーソナリテ

ィへの影響を検討する際に，交絡変数として，以

下の 3 つの変数を分析に使用した。 

社会人口統計学的要因 社会人口統計学的要因

として，年齢，性別（0：男性，1：女性），婚姻

状態（0：未婚（死別・離別含む），1：既婚），子

どもの有無（0：いない，1：いる），世帯年収（0：

0－199 万円，1：200－399 万円，2：400－599 万

円，3：600－799 万円，4 = 800－999 万円，5：

1,000 万円以上）の 5 項目を用いた。 

進学先での学び 進学先での学びの測定として，

苅谷（2013）の東大附属卒業生調査を参考に，進

学先での学び意欲と成績評価の 2 項目を用いた。

進学先での学び意欲は，「一般教養科目の学習」

「専門科目の学習」「卒業研究・卒業論文（に準

ずるもの）」の 3 項目を用いた。回答方法は「1：

熱心に取り組んだ」から「4：熱心に取り組まな

かった」の 4 件法であり，分析時には項目得点の

逆転処理を行い，得点が高いほど，進学先での学

び意欲が高いことを指す。本研究における α 係

数は 0.72 であった。また，進学先での在学期間

全体での成績評価は，「1：上の方」から「5：下

の方」の 5 件法で回答を求め，分析時には逆転処

理を行った。 

仕事での学び 仕事での学びの測定として，中村

（2014）の教育・社会階層・社会移動全国調査

（ESSM2013）を参考に，仕事の環境と意識と個
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人年収の 2 項目を用いた。仕事の環境と意識は，

「自分の仕事の内容やペースを自分で決めるこ

とができる」「職場全体の仕事のやり方に自分の

意見を反映させることができる」「自分の能力を

発揮できる」「仕事を通じて職業能力を高める機

会がある」「教育訓練を受ける機会がある」「仕事

をすることにやりがいを感じる」の 6 項目を用

いた。回答方法は「1：あてはまる」から「4：あ

てはまらない」の 4 件法であり，分析時には項目

得点の逆転処理を行い，得点が高いほど，仕事の

環境と意識が高いことを指す。本研究における α

係数は 0.78 であった。また，個人年収（0：0－

199 万円，1：200－399 万円，2：400－599 万円，

3：600－799 万円，4 = 800－999 万円，5：1,000

万円以上）の 1 項目を用いた。 

 

2.4  分析方法 

 本研究で使用する変数の基礎統計量ならびに，

各変数間の Pearson の積率相関係数（r）を算出し

た。次に，主体的・探究的な学びがもたらすパー

ソナリティへの影響を検討するために，説明変数

として，Step1 に社会人口統計学的要因，Step2 に

進学先での学び，仕事での学び，そして，Step3 に

主体的・探究的な学びの下位尺度を，階層的に投

入し，目的変数に GFP を設定した，階層的重回

帰分析を施した。なお，分析には，R version 3.5.3

（ R Development Core Team, 2019 ）の psych

（Revelle, 2017）と car（Fox & Weisberg, 2011）の

パッケージを使用し，統計学的な有意水準を 5%

水準とした。 

 

3  結果 

回帰分析に先立ち，本研究で使用する変数の基

礎統計量と各変数間の相関係数を算出した結果

を表 2，3 に示した。次に，主体的・探究的な学 

 

 

びからパーソナリティに対する影響を確認する

ために，説明変数を主体的・探究的な学びと交絡

変数，目的変数を GFP とした，階層的重回帰分

析を行った（表 4）。その結果，主体的・探究的な

学びを投入した，Step 3 の ΔR2は有意であった（F

（4, 337）= 3.01，p = 0.019）。具体的には，社会

人口統計学的要因や進学先・仕事での学びを統制

しても，体験が GFP に対して正の関連（B = 0.21， 

B SE = 0.10，β = 0.14，95% CI［0.01, 0.27］，p =  

進学先での学び

　進学先での学び意欲 1－4 3.16 (0.64)

　成績評価 1－5 3.78 (1.01)

仕事での学び

　仕事の環境と意識 1－4 3.16 (0.58)

主体的・探究的な学び

　活動意欲 1－4 3.37 (0.68)

　討論 1－4 2.74 (0.77)

　体験 1－4 2.64 (0.91)

　探索 1－4 2.67 (0.79)

パーソナリティ

　神経症傾向 1－7 3.74 (1.33)

　外向性 1－7 4.67 (1.45)

　開放性 1－7 4.69 (1.22)

　協調性 1－7 5.23 (1.11)

　勤勉性 1－7 4.17 (1.28)

注）すべての変数は項目平均であり，分析に

使用する一般パーソナリティ因子は，主成分

得点である。

表 2　各変数の基礎統計量

変数 M  (SD )得点範囲
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0.035）があった一方で，探索とは負の関連（B = 

-0.25，B SE = 0.12，β = -0.14，95% CI［-0.28, -0.00］，

p = 0.046），討論との間では有意な関連が示され

なかった（B = 0.10，B SE = 0.11，β = 0.05，95%CI

［-0.07, 0.18］，p = 0.394）。なお，Variance Inflation 

Factor（VIF）は 1.45 から 2.57 であり，多重共線

性の問題は確認されなかった。 

 

4  考察 

 本研究では，都内中等教育学校の卒業生を対象

にしたパネル調査のデータを用いて，在学時の主

体的・探究的な学びがもたらすパーソナリティへ

の影響を検討した。その結果，社会における有用

性を反映している Big Five の上位因子である

GFP（Just, 2011；Musek, 2007；Rushton & Irwing, 

2009；Van der Linden et al., 2016）に対して，主体

的・探究的な学びの下位尺度である体験が正の関

連を示していた。この体験は「その場所まで行っ

て観察・調査等を行う」「専門家やそのことをよ

く知っている人に質問したり話を聞く」「実習，

実験，製作，体験活動などを行う」の 3 項目から

構成されており，文部科学省（2017）が提唱して

いる主体的・対話的で深い学びの育みに関連する

内容が網羅されている（三尾, 2017, 2018）。こう

した多様な活動を体験することは，生徒が学ぶこ

とに興味・関心を持ち，生徒同士や教職員，地域

の人と協働しながら進めることができ，結果とし

て，学習してきた知識を相互に関連づけてより深

く理解させたり，情報を精査して考えを形成させ

ることや，問題を見いだして解決策を考えること，

そして，新たに創造したりすることなどの深い学

びに繋がることができると考えられる（文部科学

省, 2017）。先行研究からも，こうした体験学習は

社会情動的スキルやパーソナリティと関連して

いることが報告されている（e.g., 川本・榊原・村

木・小島・石井・遠藤, 2016；中野他, 2020）。文

部科学省（2008）によれば，自然や地域社会と深

く関わる機会，幅広い年齢層との多様な交流の機

会，物事を探索し吟味する機会，集団活動を実践

する機会などの体験活動を増やすことは，学びの

意欲を促進させるだけでなく，課題発見能力や問

題解決能力の形成，思考や理解の基盤構築に繋が

る可能性があるとしている。そのため，青年期前

期・中期で経験する主体的・探究的な学びの体験

的側面は GFP を高める要因の 1 つになり得るこ

とが示唆された。 

社会人口統計学的要因

　年齢 0.70 < 0.193

　性別 -0.04 < 0.444

　婚姻状態 0.21 < 0.001

　子どもの有無 0.14 < 0.008

　世帯年収 0.23 < 0.001

進学先での学び

　進学先での学び意欲 0.21 < 0.001

　成績評価 0.19 < 0.001

仕事での学び

　仕事の環境と意識 0.39 < 0.001

　個人年収 0.20 < 0.001

主体的・探究的な学び

　活動意欲 0.16 < 0.003

　討論 0.13 < 0.017

　体験 0.15 < 0.004

　探索 -0.08 < 0.126

変数 r p

表 3　一般パーソナリティ因子との相関
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加えて，パーソナリティに影響されるであろう，

標準年齢的要因や非標準的要因（Baltes, 1983；

Baltes, Reese, & Lipsitt, 1980）である，社会人口統

計学的要因や進学先・仕事での学び，総合的な学

習への取り組み意欲に関係なく，主体的・探究的

な学びの体験的活動の多さが関連を示していた。

また進学先での学び意欲や，仕事の環境や意識も，

同様に GFP に対して正の関連が示されており，

中等教育課程における主体的・探究的な学びが各

段階での活動意識に繋がっている研究知見を踏

まえれば（天井, 2020；荒木, 2020；喜入, 2019），

そうした発達段階ごとの活動促進の基盤を構築

した主体的・探究的な学びの学習効果は大きい。

文部科学省 21 世紀 COE「基礎学力育成システム

の再構築」の一環として実施された東大附属の卒

業生を対象に実施された調査のデータに，高校 1

年時の学業成績（テストで測れる伝統的な学力）

と知的能力（知能テスト）の一端を分析に含めて

 

β p β p β p

社会人口統計学的要因

　年齢 -0.03 < 0.587 0.00 < 0.998 -0.02 < 0.818

　性別 -0.03 < 0.619 0.04 < 0.473 0.02 < 0.743

　婚姻状態 0.13 < 0.078 0.09 < 0.161 0.08 < 0.217

　子どもの有無 0.03 < 0.624 0.02 < 0.809 0.01 < 0.870

　世帯年収 0.18 < 0.001 0.06 < 0.302 0.06 < 0.323

進学先での学び

　進学先での学び意欲 0.13 < 0.020 0.12 < 0.038

　成績評価 0.06 < 0.329 0.04 < 0.531

仕事での学び

　仕事の環境と意識 0.32 < 0.001 0.32 < 0.001

　個人年収 0.08 < 0.247 0.07 < 0.276

主体的・探究的な学び

　活動意欲 0.00 < 0.958

　討論 0.05 < 0.394

　体験 0.14 < 0.035

　探索 -0.14 < 0.046

R 2 0.07 < 0.001 0.21 < 0.001 0.24 < 0.001

ΔR 2 0.14 < 0.001 0.03 < 0.019

表 4　一般パーソナリティ因子に対する階層的重回帰分析

変数
Step 1 Step 2 Step 3
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検討した苅谷（2013）の研究によれば，附属学校

の総合的な学習の経験は，卒業後の大学などでの

学習を介して，間接的に現在の仕事面での知的ス

キル・能力や生活面での知的スキル・能力に関係

している可能性が報告されている。すなわち，主

体的・探究的な学びが直接的に GFP に関連する

経路と，進学先での学びや仕事での学びを介して

間接的に GFP に関連する経路が考えられる。そ

のため，生徒個人の多様な体験を促せるように，

総合的な学習だけでなく，各教科においても主体

的・探究的な学びの視点に立った授業改善を行う

ことで（西岡・石井, 2020），学習内容を主体的か

つ深く理解させることができ，生徒の社会情動的

スキルの醸成に寄与し，生涯を通した長期的な学

習効果に繋がることが考えられる。 

実際に，東大附属の在校生を対象としたパネル

調査とベネッセ総合教育研究所が実施した同年

齢層の広範囲な調査を比較した本田（2019）の研

究によれば，東大附属の生徒たちは概ね「探究性」

が高く，新しいことを調べてまとめることが得意

でかつ好きな傾向にあることが報告されている。

特別学習や課題別学習，卒業研究などの総合演習

を経験した東大附属卒業生の多くは，認知的欲求

（努力を要する認知活動に従事し，それを楽しむ

内発的な傾向；神山・藤原, 1991）や，探究心（様々

な情報や幅広い知識を希求する態度；平山・楠見, 

2004）は，経験しない者と比較して，高い傾向に

あることが明らかにされている（喜入, 2019）。川

本・日高・荒井（2020）は 3 時点（約 1 年間隔）

の東大附属の在校生パネル調査を用いて，学習内

容への興味の継時的変化を階層線形モデルによ

り検討し，学年が上がるにつれ，文化への興味や

自然への興味が上昇する傾向を報告している。こ

うした研究知見を踏まえれば，東大附属で実践さ

れている主体的・探究的な学びの実践が，生徒た

ちの学習に対する興味を高め，探究心や認知的欲

求の資質向上に貢献している可能性がある。 

また，学習への取り組みや効果は個々人がもつ

パーソナリティに影響され（Chamorro-Premuzic 

& Furnham, 2009；Furnham, 2012；Liang & Kelsen, 

2018），探究的学習への適性として，例えば，神

経症傾向が低く，外向性や協調性，勤勉性，開放

性が高いことが挙げられる（Chamorro-Premuzic, 

& Furnham, 2009）。実際に，東大附属卒業生と一

般人口（N = 4,588，23－79 歳；川本他, 2015）を

比較した喜入（2019）の研究によれば，効果量こ

そ大きくないものの，Big Five の外向性，協調性，

勤勉性，開放性が高く，神経症傾向が低いことが

示されている。このような Big Five の下位概念の

得点のバランスは，前述した GFP やパーソナリ

ティ・プロトタイプのレジリエント型（Asendorpf, 

Borkenau, Ostendorf, & Van Aken, 2001；Herzberg & 

Roth, 2006）と一致しており，向社会的行動や，

健康，職業・学業におけるパフォーマンス，情動

知能，生活史戦略など，あらゆる側面の社会全般

の広範囲な変数を肯定的に予測しうることが明

らかにされている（ Figueredo et al., 2004；

Kawamoto et al., 2020；Pelt et al., 2017）。こうした

知見からも，教育実践の内容・方法とパーソナリ

ティの関連は強いことが伺え，東大附属で学ぶ学

習内容は，単なる学習効果や高大接続，仕事，生

涯学習の適応を促すだけでなく（天井, 2020；荒

木, 2020；喜入, 2019），個人の思考や態度，行動

などのパーソナリティの側面に大きな影響を示

している可能性がある。 

さらに，学習効果に対する学習者の要因による

調整効果は，適性処遇交互作用（aptitude-treatment 

interaction：Cronbach & Snow, 1977）と呼ばれ，生

徒によって最適な学習環境がそれぞれ異なると

される。川本（2020）は主体的・探究的な学びと
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職業に関する将来展望を調整する要因として，パ

ーソナリティと関連がある自尊心を報告してお

り，相対的に自尊心が低い生徒たちへの支援を考

える必要があると述べている。こうした理論にも

とづけば，東大附属で推進する主体的・探究的な

学びの学習環境に適応するために，生徒個々人の

パーソナリティが変化していったことも考えら

れ，総合的な学習を通して，学習内容の興味の幅

や種類，さらには思考や態度，行動が変容してい

る可能性も推察される。そのため，Big Five のよ

うなある程度安定するパーソナリティ要因に対

しても，変容を促した可能性は高い。一方で，東

大附属の生徒たちは，能動的学習と比較して，伝

統的な教授方法を用いた授業への参加について

は，やや消極的な傾向があり（本田, 2019），そも

そも GFP が高い人たちが入学し，東大附属の環

境で維持されているということも想定される。そ

のため，主体的・探究的な学びとの適性処遇交互

作用や（川本, 2020；坂西, 2016），学習内容の種

類や環境とパーソナリティとの関連に関して引

き続き，検討していくことが必要である。 

一方で，本研究の結果から，教師や他の生徒と

の話し合いを示す討論と GFP との間では正の相

関関係が見られたが，他の主体的・探究的な学び

の下位尺度と交絡要因を統制することで，有意な

関連が示されなかった。また，本や新聞，インタ

ーネットを利用した情報収集を示す探索では，

GFP との間では有意な相関関係が見られなかっ

たが，他の主体的・探究的な学びの下位尺度と交

絡要因を統制することで，GFP に対して負の関

連が示された。これらのことから，他者と情報共

有することや意見を述べること，様々な手段を介

し情報を収集することは単に手段にしか過ぎず，

それのみだけでは資質の拡張や増幅が促されな

い可能性がある。討論は，知的思考力の形成に寄

与する一方で，社会的能力の形成には影響されな

いとされる知見もあり（和井田・小泉・田中, 2016），

授業構成や討論内容，グループの構成，活動時間・

意欲によって，討論を通した個人への影響は異な

るかもしれない（辻, 2017；佐々木, 2019）。また

探索においては，情報収集後の活用・処理活動（判

断・表現・処理・創造）が重要であることが指摘

され（文部科学省, 2010；堀田・佐藤, 2019），得

られた情報を精査し集約していく過程の中で（例

えば，情報の取捨選択や規則性・新たな発見，情

報にもとづく資料作成など），自身の深い学びに

どのように繋げるかを考える必要がある。こうし

た中，各要素の目的と狙いを繋ぎ合わせて包括的

に活動実施されたのが体験であると言え，生徒

個々人の思考や態度，行動といったパーソナリテ

ィの側面に影響を示した可能性が高い。しかし，

本研究において，探索の因子の安定性が確認され

ていないことや，パソコンが一般や学校に普及さ

れていない時代の対象者も多くいること，さらに

は主体的・探究的な学びの各活動内容を質的（例

えば，各活動に対する実施目的や生徒の活動意欲，

授業内容・構成・時間など）に総合的に検討され

ていないことからも，慎重な解釈と更なる検証が

求められる。 

以上のことから，都内中等教育学校卒業生を対

象とした調査から，主体的・探究的な学びがもた

らすパーソナリティへの影響を明らかにするこ

とができた。しかしながら，パーソナリティは高

ければ（低ければ）良い（悪い）というものでは

なく，人間を記述する 1 要素でしかない（小塩, 

2014, 2020）。さらに，人間の行動は環境との相互

作用によって決定されるため（小塩, 2014, 2020），

GFP が高いことが必ずしも，その個人にとって

良い方向に繋がるとは限らないため，結果の解釈

には十分に留意する必要がある。最後に，本研究
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にて，いくつか課題も残され，本研究の限界と展

望として，3 つ述べる。まず，1 つ目は分析対象

者が限定的な点である。本研究ではアクティブラ

ーニングの教育実践を行っている中等教育学校

1 校のみの対象となっている。そのため，主体的・

探究的な学びがもたらすパーソナリティへの影

響が，他の中等教育学校を対象とした場合でも同

様な影響をもつのか追試検証する必要がある。2

つ目として，当調査データは横断調査であるゆえ，

因果関係が特定できないことである。本研究では

回顧法によって当時の学びを振り返り，回答を行

っているため，結果に誤差がある可能性は否定で

きない。そのため，追跡コホート調査によって，

縦断的な長期間で時系列的に主体的・探究的な学

びがパーソナリティに対し影響が示されるか再

検討することである。そして，3 つ目として，ア

クティブラーニングの効果を明らかにしていく

うえで，実践プログラムの評価を積極的に行って

いくことである。本研究ではパーソナリティの指

標として Big Five を取り上げたが，それ以外にも

多くの要因がアクティブラーニングから影響を

受けている可能性がある。教育現場において，教

師による主観的な評価だけでなく，教科内容やプ

ログラムの目的に応じて，心理指標を導入し，生

徒個々人の特性や状況によって，客観的な評価を

行うことで，アクティブラーニングの効用性を

「見える」化できると思われる。以上のように，

いくつかの課題は残されたが，更なる，アクティ

ブラーニングの効果検証のために，個人を取り巻

く環境や生涯発達といった長期的な視点から，ア

クティブラーニングの多様な効果を検討してい

くことが期待される。 

 

付記 

 調査にご協力頂きました中等教育学校の卒業

生の皆様と先生方，またに調査の実施・ 運営に

ご協力頂いた附属パネル調査ワーキンググルー
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